
4  　　時 日時　　場 場所　　￥ 料金　　内 内容　　定 定員　申申し込み　　問 お問い合わせ先　　締 締切　　対 対象　胃ファックス　　HP ホームページ　糸メール　　保 保谷庁舎　　田 田無庁舎凡例

■平成18年度各会計決算
収入支出差引額支出済額収入済額会計名
１２億３,０２３万円５９１億３,０５１万円６０３億６,０７４万円　一      般      会      計
４億  ５８５万円１５９億１,８８４万円１６３億２,４６９万円国民健康保険

特
別
会
計

４,６０８万円５０億１,８３７万円５０億６,４４５万円下水道事業
９億３,０１７万円９億３,０１７万円受託水道事業

７,４８６万円６,８６１万円１億４,３４８万円中小企業従業員退職金等共済事業
８,７１９万円１２８億１,７３２万円   １２９億  ４５１万円老人保健（医療）
１,０００万円１億８,１４４万円１億９,１４４万円駐車場事業

２億９,２７６万円８１億  ６７３万円８３億９,９５０万円介護保険
１億３,９４９万円１６億６,５０２万円１８億  ４５１万円保谷駅南口地区第一種市街地再開発事業
２２億８,６４６万円１,０３８億３,７０１万円１,０６１億２,３４７万円合　　計

　平成１８年度一般会計の決算額は、歳入が前年度比８.８％増の６０３億６,０７４万円（住民１人あたり３１４,００９円）、歳出が８.８％増の５９１億３,０５１万円（住民１人あたり３０７,６０９円）、歳入歳出
差引額は、１２億３,０２３万円となりました。歳入の内訳の第1位は、市税が２８２億８,７７０万円（住民１人あたり１４７,１５９円）で、歳入全体の４６.９％を占めています。
　歳出の内訳の第1位は、民生費(高齢者や障害者の方、子どもへの福祉のための経費)が２１５億１,２８６万円（住民１人あたり１１１,９１４円）で、歳出全体の３６.４％を占めています。

■一般会計決算

市税 ２８２億８,７７０万市税　２８２億８,７７０万円円
市民税等、皆さんが納市民税等、皆さんが納めめ
た税た税金金

市債 ５８億５,２２０万市債　５８億５,２２０万円円
建設事業などのための借入建設事業などのための借入金金

都支出金 ５１都支出金　５１億億４４５９万円５９万円
東京都からの補助金・負担金な東京都からの補助金・負担金などど

国庫支出金 ４６億２,０１６万国庫支出金　４６億２,０１６万円円
国からの補助金・負担金な国からの補助金・負担金などど

繰入金 ２８億２,９０７万繰入金　２８億２,９０７万円円
基金（市の貯金）か基金（市の貯金）からら
取り崩した金額な取り崩した金額などど

地方交付地方交付税税
２６億４,２５７万２６億４,２５７万円円
普通・特別交付税普通・特別交付税とと
して交付された金して交付された金額額

地方消費税交付地方消費税交付金金
１８億６,０６０万１８億６,０６０万円円
消費税のうち市に交消費税のうち市に交付付
された金された金額額

財産収入 １６億７,２３５万財産収入　１６億７,２３５万円円
市有地・保有株式の売却な市有地・保有株式の売却などど

その他 ７４億９,１５０万その他　７４億９,１５０万円円
地方譲与税、諸収入な地方譲与税、諸収入などど

民生費 ２１５億１,２８６万民生費　２１５億１,２８６万円円
子どもやお年寄り、体の不子どもやお年寄り、体の不自自
由な方などの福祉のため由な方などの福祉のためにに

総務費 ８６億９,００２万総務費　８６億９,００２万円円
行政の運営や市税の賦課行政の運営や市税の賦課・・
徴収、市報発行などのた徴収、市報発行などのためめにに

教育費 ８４億６,７１５万教育費　８４億６,７１５万円円
学校、公民館、体育施設等学校、公民館、体育施設等のの
整備や教育の振興のため整備や教育の振興のためにに

土木費 ７２億５,７３５万土木費　７２億５,７３５万円円
道路や公園の整備等住道路や公園の整備等住環環
境を整備するため境を整備するためにに

衛生費 ４４億４,４３０万衛生費　４４億４,４３０万円円
ごみ収集、リサイクルごみ収集、リサイクル、、
市民の健康のため市民の健康のためにに

公債費 ４４億１,０５４万公債費　４４億１,０５４万円円
市債(借金)返済のため市債(借金)返済のためにに

消防費 ２５億１,０２１万消防費　２５億１,０２１万円円
火災や台風への防災活火災や台風への防災活動動
のためのためにに

その他 １８億３,８０８万その他　１８億３,８０８万円円
議会費、商工費な議会費、商工費などど

※｢住民１人あたり｣は、平成１９年３月３１日現在の住民基本台帳登録人口および外国人登録人口の合計(１９２,２２６人)を用いて計算しています。

■平成１８年度基金状況 億億億億億億億億億億億億億億 （平成１９年３月３１日現在）
平成１８年度末現在高
（Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ）

平成１８年度
取崩額（Ｃ）

平成１８年度
積立額（Ｂ）

平成１７年度末
現在高（Ａ）

４２億４,２９７万円４億円９億５,６８２万円３６億８,６１６万円財政調整基金
〈年度間の調整、何にでも使える貯金〉

７３億３,３６３万円１９億１,００３万円２８億２,４２２万円６４億１,９４５万円特定目的基金
〈特定の目的のための貯金〉

６億３,０７８万円－２９万円６億３,０５０万円定額運用基金
〈定額の資金を運用するための貯金〉

１２２億７３９万円２３億１,００３万円３７億８,１３３万円１０７億３,６１０万円合　　計 0
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　基金の平成１８年度末現在高は、１２２億７３９万円(前年度比１４億７,１２９万円増)となりました。これは、平成１７年度末の現在高１０７億３,６１０万円に対し、平成１８年度は３７億８,１３３万円を積み
立て２３億１,００３万円を取り崩したことによるものです。
　特定目的基金は９億１,４１８万円増となっていますが、平成１８年度の積み立てた金額の多くがすでに使いみちが決まっています（保谷中学校体育館等建替事業など）。

■平成１８年度市債状況 億億億億億億億億億億億億 （平成１９年５月３１日現在）
平成１８年度末現在高
（Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ）

   平成１８年度
元金償還額（Ｃ）

平成１８年度
借入額（Ｂ）

平成１７年度末
現在高（Ａ）

５０８億２,５０２万円３５億６,７２０万円５８億５,２２０万円４８５億４,００２万円一般会計

１９９億２,３１７万円２２億６,４９３万円７億２,２００万円２１４億６,６１１万円下水道事業
特別会計

４億２,２７６万円４,０４９万円                     －４億６,３２４万円駐車場事業
特別会計

４億２,９００万円                       －９,４８０万円３億３,４２０万円保谷駅南口地区第一種市
街地再開発事業特別会計

７１５億９,９９５万円５８億７,２６２万円６６億６,９００万円７０８億３５７万円合　　計

　市債の平成１８年度末現在高は、一般会計で５０８億２,５０２万円(前年度比２２億８,５００万円増)、
各特別会計合計で２０７億７,４９３万円(前年度比１４億８,８６２万円減)で、あわせて７１５億９,９９５万
円となりました。
　特別会計については、下水道建設のために借り入れた市債の償還が進んだことにより、減少
傾向にありますが、一般会計については合併後の新市建設計画事業に活用している合併特例
債のほか、減税補てん債、臨時財政対策債の借り入れの影響により、増加傾向です。
　しかし、減税補てん債、臨時財政対策債や合併特例債は、その元利償還金(返済する元金
と利子)の全部もしくは一部が交付税措置（基準財政需要額に算入）されています。その結果、
公債費比率や実質公債費比率は、適性な水準となっています。(平成18年度末現在高７１５億
９,９９５万円のうち４４６億３,５７５万円が算入される見込みです。)
※公債費比率・実質公債費比率
　元利償還金等の負担が市の財政規模に対して適正かどうかを把握するための指標で、公債費
比率は、おおむね１０％以下が適正な水準といわれてます。また、実質公債費比率は、１８％以上に
なると市債の発行に国の許可が必要となります。
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　経常収支比率は、財政構造の弾力性を示す
指標で、この比率が低いほど自由に使える財
源が多く、新たな市民ニーズに対応する余力
があるといえます。
   平成１８年度は８９.７％となり、地域経営戦略
プランの目標値である９０％以内を達成しまし
たが、都内２６市の平均値を上回っている状態
にあることや、平成２１年度の地域経営戦略プ
ランの目標値が８５％以内であることなどから
も、引き続き改善に向けて取り組んでいく必
要があります。
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　平成１８年度の一般会計と特別会計
をあわせた全会計の決算額は、歳入
が１,０６１億２,３４７万円（前年度比６.８％
増）、歳出が１,０３８億３,７０１万円（６.０％
増）、歳入歳出差引額は２２億８,６４６万
円となりました。

【決算状況】

歳入総額
６０３億６,０７４万円
住民１人あたり
３１４,００９円

歳出総額
５９１億３,０５１万円
住民１人あたり
３０７,６０９円

さぁさぁ、、みてみみてみままししょょうう！！
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